
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、前記表示状態を形成するために前記第１の偏光を出射

し、
　前記表示切換部には、単一の画素が構成された全面画素領域と、前記全面画素領域より
も小さな所定形状の複数の画素が配列された 画素配列領域とが設けられ

ていることを特徴とする表示装置。
【請求項２】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
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する複数の画素が
配列された第１の画素配列領域を有

第２の 、
　前記全画面領域の少なくとも一部及び前記第２の画素配列領域の少なくとも一部は前記
第１の画素配列領域と重なるように配置され



　前記表示切換部は、第１の偏光選択手段と、
透過偏光軸可変手段とを含み、

　前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸
に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の
偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化
させることなく透過させる状態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前
記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し
、

　前記表示部は、前記表示状態を形成するために前記第１の偏光を出射
し、

　前記表示切換部には、

　

　

れていることを特徴とする表示装置。
【請求項３】
　

【請求項４】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、前記表示状態を形成するために を出射し、
　前記表示部と前記表示切換部との間に、 を前記第１の偏光に変換する偏
光変換手段が配置されて
　

ことを特徴とする表示装置。
【請求項５】
　前記偏光変換手段は、位相差板であることを特徴とする請求項４に記載の表示装置。
【請求項６】
　前記位相差板は１／２波長板であることを特徴とする請求項５に記載の表示装置。
【請求項７】
　前記第２の偏光選択手段は、前記一方を透過し、前記他方を吸収する吸収型偏光選択手
段であることを特徴とする請求項１乃至請求項６のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項８】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
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第２の偏光選択手段と、第３の偏光選択手
段と、

前記第３の偏光選択手段は前記第１の偏光を透過するとともに、前記第２の偏光を吸収
し、

する複数の画素が
配列された第１の画素配列領域を有

単一の画素が構成された全面画素領域と、前記全面画素領域より
も小さな所定形状の複数の画素が配列された第２の画素配列領域とが設けられ、

前記第２の偏光選択手段及び前記透過偏光軸可変手段は、前記表示部から観察側へ向か
って前記透過偏光軸可変手段、前記第２の偏光選択手段の順に配置され、

前記第１の偏光選択手段は前記表示部と透過偏光軸可変手段との間であってかつ前記全
面画素領域と重なる領域に配置され、
前記第３の偏光選択手段は前記表示部と透過偏光軸可変手段との間であってかつ前記第２
の画素配列領域と重なる領域に配置さ

前記全画面領域の少なくとも一部及び前記第２の画素配列領域の少なくとも一部は前記
第１の画素配列領域と重なるように配置されていることを特徴とする請求項２に記載の表
示装置。

前記第２の偏光
前記第２の偏光

おり、
前記表示切換部により、前記表示部の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の

態様を視認可能とするミラー状態とを切換可能にする



、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、前記表示状態を形成するために前記第１の偏光を出射し、
　前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と、該照明装置の前記表示切換
部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照明装置は、前記反射型表示装
置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入射する光を透過し、
　前記透過偏光軸可変手段は、ＴＮ型液晶層と、前記ＴＮ型液晶層に対して厚さ方向に所
定の電界を印加するための電圧印加手段とを含み、
　前記ＴＮ型液晶層は、０．７μｍ～１．７μｍの範囲内のΔｎ・ｄを有
　

ことを特徴とする表示装置。
【請求項９】
　前記ＴＮ型液晶層は、０．９μｍ～１．３μｍの範囲内のΔｎ・ｄを有することを特徴
とする請求項８に記載の表示装置。
【請求項１０】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、前記表示状態を形成するために前記第１の偏光を出射し、
　前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と、該照明装置の前記表示切換
部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照明装置は、前記反射型表示装
置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入射する光を透過し、
　前記透過偏光軸可変手段は、ＴＮ型液晶層と、前記ＴＮ型液晶層に対して厚さ方向に所
定の電界を印加するための電圧印加手段とを含み、
　前記ＴＮ型液晶層は、０．５０μｍ～０．６５μｍの範囲内のΔｎ・ｄを有
　

ことを特徴とする表示装置。
【請求項１１】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、表示用透過偏光軸可変手段を含むとともに前記表示状態を形成するため
に前記第１の偏光を出射し、
　前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と、該照明装置の前記表示切換
部とは反対側に配置された、前記表示用透過偏光軸可変手段を備えた反射型表示装置とを
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し、
前記表示切換部により、前記表示部の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の

態様を視認可能とするミラー状態とを切換可能にする

し、
前記表示切換部により、前記表示部の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の

態様を視認可能とするミラー状態とを切換可能にする



含み、前記照明装置は、前記反射型表示装置に向けて光を照射するとともに前記反射型表
示装置から入射する光を透過し、
　前記透過偏光軸可変手段の波長λの光に対する屈折率異方性をΔｎｍ（λ）としたとき
に前記透過偏光軸可変手段の屈折率異方性の波長分散を表すαｍ＝Δｎｍ（λ＝４５０ｎ
ｍ）／Δｎｍ（λ＝５９０ｎｍ）と、前記表示用透過偏光軸可変手段の波長λの光に対す
る屈折率異方性をΔｎｄ（λ）としたときに前記表示用透過偏光軸可変手段の屈折率異方
性の波長分散を表すαｄ＝Δｎｄ（λ＝４５０ｎｍ）／Δｎｄ（λ＝５９０ｎｍ）との比
が０．９～１．１の範囲内であ
　

ことを特徴とする表示装置。
【請求項１２】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、前記表示状態を形成するために前記第１の偏光を出射し、
　前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と、該照明装置の前記表示切換
部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照明装置は、前記反射型表示装
置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入射する光を透過し、
　前記透過偏光軸可変手段の可視光領域における屈折率異方性Δｎｍの変動幅は、２５℃
の値に対して－２０～６０℃の範囲内において±８％以下であ
　

ことを特徴とする表示装置。
【請求項１３】
　前記第２の偏光選択手段は、前記一方を透過し、前記他方を吸収する吸収型偏光選択手
段であることを特徴とする請求項８乃至請求項１２のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１４】
　前記表示切換部の表裏両面に反射防止膜が形成されていることを特徴とする請求項８乃
至請求項１３のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１５】
　前記表示部の前記表示切換部側の表面に反射防止膜が形成されていることを特徴とする
請求項１４に記載の表示装置。
【請求項１６】
　前記表示切換部には、単一の画素が全面的に構成された全面画素領域と、前記全面画素
領域よりも小さな所定形状の複数の画素が配列された画素配列領域とが設けられているこ
とを特徴とする請求項８乃至請求項１５のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１７】
　前記表示切換部には、前記第１の偏光選択手段が配置される領域と、前記第１の偏光選
択手段の代りに、前記第１の偏光を透過するとともに、前記第２の偏光を吸収する第３の
偏光選択手段が配置されている領域とが設けられていることを特徴とする請求項８乃至請
求項１６のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１８】
　前記表示部には、前記表示切換部と重ならない領域が設けられていることを特徴とする
請求項８乃至請求項１７のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１９】
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り、
前記表示切換部により、前記表示部の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の

態様を視認可能とするミラー状態とを切換可能にする

り、
前記表示切換部により、前記表示部の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の

態様を視認可能とするミラー状態とを切換可能にする



　前記表示切換部には前記表示部と平面的に重ならない領域が設けられ、当該領域には、
所定形状の複数の画素が配列されていることを特徴とする請求項８乃至請求項１８のいず
れか１項に記載の表示装置。
【請求項２０】
　所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部
に重なるように配置された表示切換部とを有し、
　前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手
段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は
、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第
２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化
させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状
態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏
光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、
　前記表示部は、前記表示状態を形成するために前記第２の偏光を出射し、
　前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と、該照明装置の前記表示切換
部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照明装置は、前記反射型表示装
置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入射する光を透過し、
　前記表示部と前記表示切換部との間に、前記第２の偏光を前記第１の偏光に変換する偏
光変換手段が配置されてお
　

ことを特徴とする表示装置。
【請求項２１】
　前記偏光変換手段は、位相差板であることを特徴とする請求項２０に記載の表示装置。
【請求項２２】
　前記位相差板は１／２波長板であることを特徴とする請求項２１に記載の表示装置。
【請求項２３】
　請求項１乃至請求項２２のいずれか１項に記載の表示装置と、前記表示部を制御する表
示駆動手段と、前記表示切換部を制御する切換駆動手段とを備えた電子機器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は表示装置及びこれを備えた電子機器に係り、特に、表示画面を鏡面状態に切り換
えることのできる表示体の構成に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来から、２つの液晶パネルを重ね合せることによって、通常の表示状態と、鏡面状態と
を切換可能に構成した表示装置が知られている。例えば、通常の液晶表示装置と同様の構
造を有する表示部の観察側に表示切換部を設けられ、この表示切換部には、表示部の側か
ら順に反射型偏光板、液晶パネル、吸収型偏光板が配置された表示装置がある。この表示
装置において、表示切換部の反射型偏光板は、第１の偏光を透過し、この第１の偏光と直
交する偏光軸を有する第２の偏光を反射し、液晶パネルは、第１の偏光を第２の偏光に変
化させて透過させる状態と、偏光軸を変化させないで透過させる状態とを切換可能に構成
され、吸収型偏光板は、例えば第１の偏光を透過し、第２の偏光を吸収する。表示部は表
示切換部に対して第１の偏光を出射し、この第１の偏光によって所定の表示画像が構成さ
れる。
【０００３】
上記のように構成された表示装置においては、表示切換部の液晶パネルが偏光軸を変化さ
せないで透過させる状態になっていれば、表示部から出射された第１の偏光が反射型偏光
板を透過して液晶パネルに入射し、第１の偏光のままで吸収型偏光板を透過して観察され
るため、表示部の表示態様を視認することができる（表示状態）。また、液晶パネルが第
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り、
前記表示切換部により、前記表示部の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の

態様を視認可能とするミラー状態とを切換可能にする



１の偏光を第２の偏光に変化させて透過させる状態になっていれば、表示部から出射され
た第１の偏光が反射型偏光板を透過して液晶パネルに入射すると、第２の偏光に変化する
ので、吸収型偏光板によって吸収され、表示態様は視認されない。このとき、外光が装置
に入射すると、外光は吸収型偏光板を透過して第１の偏光となり、液晶パネルを透過する
ことによって第２の偏光になるので、反射型偏光板により反射され、再び液晶パネルを透
過することによって第１の偏光に変化し、吸収型偏光板を通過する。したがって、表示面
は鏡面状に視認される（ミラー状態）。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上記従来の表示装置においては、表示状態とミラー状態とのいずれにおいても
、表示切換部に設けられた液晶パネルを透過した光を視認することとなるので、表示切換
部の表裏両面等における界面反射に起因するコントラストの低下、表示切換部の光学特性
に起因する色付き、視角特性の悪化、表示画像の滲みなどが生じやすいという問題点があ
る。いずれにしても、従来の表示装置においては、表示部と表示切換部の２重構造に起因
する表示品位の低下が避けられない。
【０００５】
そこで本発明は上記問題点を解決するものであり、その課題は、表示部と表示切換部とを
有する表示装置において、表示切換部の存在に起因するコントラストの低下、色付き、視
野角の狭小化、滲みなどの表示品位の低下を抑制することのできる表示装置の新規な構成
を提供することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決するために本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出
射する表示部と、前記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを
有し、前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選
択手段と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手
段は、第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有す
る第２の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に
変化させて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させ
る状態とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２
の偏光のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表
示状態を形成するために前記第１の偏光を出射し、前記表示部と前記表示切換部とが光学
接着されていることを特徴とする。
【０００７】
表示部と表示切換部とが光学接着されていることにより、表示部と表示切換部との界面反
射などによって表示部の表示態様に対する視認性（例えばコントラスト）が低下すること
を抑制できる。また、表示部と表示切換部とが相互に光学接着されていることにより、表
示部と表示切換部の一方が他方に支持される関係となることから、剛性乃至は強度を高め
ることができるため、表示画面の平坦性を確保することができ、また、装置の耐衝撃性を
向上させることが可能になる。特に、表示切換部を薄く形成することによって表示部の表
示態様の視認性を高めることが可能であるが、薄く形成することにより表示切換部の剛性
が低下しても、表示部により支持することによって平坦性や耐衝撃性を確保することがで
きる。
【０００８】
本発明において、前記表示部と前記表示切換部とは粘着剤若しくは接着剤からなる接着層
を介して光学接着されていることが好ましい。粘着剤若しくは接着剤からなる接着層を介
して表示部と表示切換部とが光学接着されていることにより、その粘着力や接着力に基づ
いて表示部と表示切換部とを相互に支持した状態で固定することができるため、平坦性の
維持強度や剛性をより高めることができる。
【０００９】
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本発明において、前記接着層の屈折率は１．３０～１．５０の範囲内であることが好まし
い。接着層の屈折率が１．３０～１．５０の範囲内であることにより、界面反射強度を効
果的に低減することができる。一般に接着層は各種の樹脂素材をブレンドすることによっ
て容易に屈折率を調整することが可能である。
【００１０】
本発明において、前記接着層はゲル状物質であることが好ましい。接着層がゲル状物質で
あることにより、接着層が容易に変形できるようになるので、表示部と表示切換部との間
の熱膨張係数や剛性等の差異に起因する応力を吸収することができるとともに、或る程度
の保持特性を有するために周囲に漏出することが防止されるため、取り扱いが容易である
。
【００１１】
次に、本発明の別の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と
、前記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示
切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過
偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏
光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を
反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過
する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換
可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちい
ずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成す
るために前記第１の偏光を出射し、前記表示切換部の表裏両面に反射防止膜が形成されて
いることを特徴とする。
【００１２】
表示切換部の表裏両面に反射防止膜が形成されていることにより、表示部を設けたことに
より生ずる界面反射に起因する表示部の表示態様のコントラストの低下を抑制できるとと
もに表示の明るさの低下を抑制できるため、視認性を確保することができる。
【００１３】
本発明において、前記表示部の前記表示切換部側の表面に反射防止膜が形成されているこ
とが好ましい。表示部の光出射面上にも反射防止膜が形成されていることにより、外光の
反射に起因する視認性の悪化をさらに低減できる。
【００１４】
また、本発明の異なる表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部
と、前記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表
示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透
過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の
偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光
を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透
過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切
換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうち
いずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成
するために前記第１の偏光を出射し、前記表示切換部には、単一の画素が全面的に構成さ
れた全面画素領域と、前記全面画素領域よりも小さな所定形状の複数の画素が配列された
画素配列領域とが設けられていることを特徴とする。
【００１５】
この発明によれば、表示切換部に全面画素領域と画素配列領域とが設けられていることに
より、全面画素領域では一括して表示状態とミラー状態とを実現できるとともに、画素配
列領域では、表示部による表示態様とは別途の、表示状態とミラー状態との組合せによる
表示態様を実現することが可能になる。
【００１６】
次に、本発明のさらに別の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表
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示部と、前記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前
記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と
、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第
１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の
偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させ
て透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態と
を切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光の
うちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を
形成するために前記第１の偏光を出射し、前記表示切換部には、前記第１の偏光選択手段
が配置される領域と、前記第１の偏光選択手段の代りに、前記第１の偏光を透過するとと
もに、前記第２の偏光を吸収する第３の偏光選択手段が配置されている領域とが設けられ
ていることを特徴とする。
【００１７】
この発明によれば、表示切換部において第１の偏光選択手段の代りに第３の偏光選択手段
が配置された領域が設けられていることにより、当該領域では、表示部による表示状態を
実現することはできるが、ミラー状態にはならない。したがって、第３の偏光選択手段が
配置された領域においては、複数の画素を配列させることにより表示切換部において独自
の表示態様を実現し、表示状態とミラー状態とを同時に実現することも可能になる。
【００１８】
また、本発明のさらに異なる表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する
表示部と、前記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、
前記表示切換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段
と、透過偏光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、
第１の偏光を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２
の偏光を反射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化さ
せて透過する状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態
とを切換可能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光
のうちいずれか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態
を形成するために前記第１の偏光を出射し、前記表示部には、前記表示切換部と重ならな
い領域が設けられていることを特徴とする。
【００１９】
この発明によれば、表示部に設けられた、表示切換部と重ならない領域においては、表示
切換部を介することなく直接表示態様を視認できるように構成できる。したがって、表示
状態とミラー状態とを同時に視認できるように構成できる。
【００２０】
次に、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前
記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切換
部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏光
軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を
透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射
し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する
状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可能
に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれ
か一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成するた
めに前記第１の偏光を出射し、前記表示切換部には前記表示部と平面的に重ならない領域
が設けられ、当該領域には、所定形状の複数の画素が配列されていることを特徴とする。
【００２１】
この発明によれば、表示切換部において表示部と平面的に重ならない領域に複数の画素が
配列されていることにより、ミラー状態と同時に表示切換部自体による所定の表示態様を
実現することが可能になる。
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【００２２】
次に、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前
記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切換
部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏光
軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を
透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射
し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する
状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可能
に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれ
か一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成するた
めに前記第３の偏光を出射し、前記表示部と前記表示切換部との間に、前記第３の偏光を
前記第１の偏光に変換する偏光変換手段が配置されていることを特徴とする。
【００２３】
この発明によれば、表示部と表示切換部との間に偏光変換手段が配置されていることによ
り、表示部と表示切換部の姿勢を偏光変換手段に応じて変えて構成することが可能になる
ので、表示切換部を介して視認される表示状態及びミラー状態における出射光の偏光状態
を変更することが可能になる。例えば、偏光サングラスをかけていても視認可能な状態に
するには、垂直方向の振動面を有する偏光を表示切換部から出射させる必要があるが、こ
のためには、第２の偏光選択手段の透過偏光軸が垂直方向を向いているか、或いは、その
透過偏光軸の垂直方向に対する交差角が小さいこと（例えば１５度以下であること）が必
要であるため、表示切換部の姿勢が規制される。このように表示切換部の姿勢を規制する
には、これに応じて表示部の姿勢も対応させなければならないが、本発明の場合、偏光変
換手段を表示部と表示切換部との間に配置することによって、表示部の姿勢と表示切換部
の姿勢との間に偏光変換手段の変換機能に応じた対応関係のずれを許容できるようになる
ため、例えば、表示部の姿勢を変えることなく、表示切換部から出射される偏光の振動面
の方位を変更することが可能になる。
【００２４】
本発明において、前記偏光変換手段は、位相差板であることが好ましい。位相差板を用い
ることによって簡易に偏光の振動面を変えることができる。特に、前記位相差板が１／２
波長板であれば、直線偏光の振動面を光軸周りに９０度回旋させることができる。
【００２５】
上記各発明においては、前記第２の偏光選択手段は、前記一方を透過し、前記他方を吸収
する吸収型偏光選択手段であることが好ましい。これによれば、表示状態における第２の
偏光手段の表面反射を低減することができるため、表示状態の表示画像の品位をより高め
ることができる。
【００２６】
次に、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前
記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切換
部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏光
軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を
透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射
し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する
状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可能
に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれ
か一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成するた
めに前記第１の偏光を出射し、前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と
、該照明装置の前記表示切換部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照
明装置は、前記反射型表示装置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入
射する光を透過し、前記透過偏光軸可変手段は、ＴＮ型液晶層と、前記ＴＮ型液晶層に対
して厚さ方向に所定の電界を印加するための電圧印加手段とを含み、前記ＴＮ型液晶層は
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、０．７μｍ～１．７μｍの範囲内のΔｎ・ｄを有することを特徴とする。
【００２７】
この発明によれば、照明装置により反射型表示装置が照明されるために反射型表示装置の
明るさを高めることができるとともに、照明装置を点灯しなくても外光を利用した表示が
可能になるので、消費電力を低減できる。特に、透過偏光軸可変手段がＴＮ型液晶層を含
み、ＴＮ型液晶層のΔｎ・ｄが０．７μｍ～１．７μｍの範囲内であることにより、表示
部によって形成された表示状態やミラー状態の色付きを低減することができるとともに表
示を明るくすることができる。また、Δｎ・ｄが小さいことにより、表示画像の滲みも少
なくなり、視野角範囲も或る程度確保することができる。
【００２８】
この場合に、前記ＴＮ型液晶層は、０．９μｍ～１．３μｍの範囲内のΔｎ・ｄを有する
ことが好ましい。この範囲内のΔｎ・ｄをＴＮ型液晶層が有することにより、色付きを更
に低減でき、より明るい表示が可能になる。特に、ミラー状態における色付きが大きく改
善されるため、理想的な鏡面状態を実現できる。
【００２９】
次に、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前
記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切換
部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏光
軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を
透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射
し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する
状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可能
に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれ
か一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成するた
めに前記第１の偏光を出射し、前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と
、該照明装置の前記表示切換部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照
明装置は、前記反射型表示装置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入
射する光を透過し、前記透過偏光軸可変手段は、ＴＮ型液晶層と、前記ＴＮ型液晶層に対
して厚さ方向に所定の電界を印加するための電圧印加手段とを含み、前記ＴＮ型液晶層は
、０．５０μｍ～０．６５μｍの範囲内のΔｎ・ｄを有することを特徴とする。
【００３０】
この発明によれば、照明装置により反射型表示装置が照明されるために反射型表示装置の
明るさを高めることができるとともに、照明装置を点灯しなくても外光を利用した表示が
可能になるので、消費電力を低減できる。特に、透過偏光軸可変手段がＴＮ型液晶層を含
み、ＴＮ型液晶層のΔｎ・ｄが０．５０μｍ～０．６５μｍの範囲内であることにより、
表示状態やミラー状態において広い視野角を得ることができる。
【００３１】
さらに、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、
前記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切
換部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏
光軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光
を透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反
射し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過す
る状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可
能に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいず
れか一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、表示用透過偏光軸可変手
段を含むとともに前記表示状態を形成するために前記第１の偏光を出射し、前記表示部は
、前記表示切換部側に配置された照明装置と、該照明装置の前記表示切換部とは反対側に
配置された、前記表示用透過偏光可変手段を備えた反射型表示装置とを含み、前記照明装
置は、前記反射型表示装置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入射す
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る光を透過し、前記透過偏光軸可変手段の波長λの光に対する屈折率異方性をΔｎｍ （λ
）としたときに前記透過偏光軸可変手段の屈折率異方性の波長分散を表すαｍ ＝Δｎｍ （
λ＝４５０ｎｍ）／Δｎｍ （λ＝５９０ｎｍ）と、前記表示用透過偏光軸可変手段の波長
λの光に対する屈折率異方性をΔｎｄ （λ）としたときに前記表示用透過偏光軸可変手段
の屈折率異方性の波長分散を表すαｄ ＝Δｎｄ （λ＝４５０ｎｍ）／Δｎｄ （λ＝５９０
ｎｍ）との比が０．９～１．１の範囲内であることを特徴とする。
【００３２】
この発明によれば、照明装置により反射型表示装置が照明されるために反射型表示装置の
明るさを高めることができるとともに、照明装置を点灯しなくても外光を利用した表示が
可能になるので、消費電力を低減できる。特に、表示部の表示用透過偏光軸可変手段の屈
折率異方性の波長分散に対する表示切換部の透過偏光軸可変手段の波長分散の比が０．９
～１．１の範囲内であることにより、表示部と表示切換部との間の屈折率異方性の波長分
散特性に関する差異が低減されるため、表示切換部を設けたことによる表示の明るさの低
下を抑制することができるとともに、表示状態の色付きを低減することができる。
【００３３】
また、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前
記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切換
部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏光
軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を
透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射
し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する
状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可能
に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれ
か一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成するた
めに前記第１の偏光を出射し、前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と
、該照明装置の前記表示切換部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照
明装置は、前記反射型表示装置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入
射する光を透過し、前記透過偏光軸可変手段の可視光領域における屈折率異方性Δｎｍ の
変動幅は、２５℃の値に対して－２０～６０℃の範囲内において±８％以下であることを
特徴とする。
【００３４】
この発明によれば、照明装置により反射型表示装置が照明されるために反射型表示装置の
明るさを高めることができるとともに、照明装置を点灯しなくても外光を利用した表示が
可能になるので、消費電力を低減できる。特に、Δｎｍ の変化量が８％を越えると、色調
、コントラストなどの表示特性が急激に劣化するが、変動幅が２５℃の値に対して－２０
～６０℃の範囲内で±８％以下であることにより、表示切換部の透過率を安定化させるこ
とが可能になり、温度変化による透過率の低下を抑制できる。特に、表示特性を維持する
ためには、±５％以下であることが好ましい。
【００３５】
上記各発明において、前記第２の偏光選択手段は、前記一方を透過し、前記他方を吸収す
る吸収型偏光選択手段であることが好ましい。これによれば、表示状態における第２の偏
光手段の表面反射を低減することができるため、表示状態の表示画像の品位をより高める
ことができる。
【００３６】
本発明において、前記表示部と前記表示切換部とが光学接着されていることが好ましい。
【００３７】
この場合に、前記表示部と前記表示切換部とは粘着剤若しくは接着剤からなる接着層を介
して光学接着されていることが望ましい。
【００３８】
また、前記接着層の屈折率は１．３０～１．５０の範囲内であることが望ましい。
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【００３９】
さらに、前記接着層はゲル状物質であることが望ましい。
【００４０】
本発明において、前記表示切換部の表裏両面に反射防止膜が形成されていることが好まし
い。この場合に、前記表示部の前記表示切換部側の表面にも反射防止膜が形成されている
ことが望ましい。
【００４１】
また、前記表示切換部には、単一の画素が全面的に構成された全面画素領域と、前記全面
画素領域よりも小さな所定形状の複数の画素が配列された画素配列領域とが設けられてい
ることが好ましい。
【００４２】
さらに、前記表示切換部には、前記第１の偏光選択手段が配置される領域と、前記第１の
偏光選択手段の代りに、前記第１の偏光を透過するとともに、前記第２の偏光を吸収する
第３の偏光選択手段が配置されている領域とが設けられていることが好ましい。
【００４３】
また、前記表示部には、前記表示切換部と重ならない領域が設けられていることが好まし
い。
【００４４】
さらに、前記表示切換部には前記表示部と平面的に重ならない領域が設けられ、当該領域
には、所定形状の複数の画素が配列されていることが好ましい。
【００４５】
次に、本発明の表示装置は、所定の表示状態を形成するために光を出射する表示部と、前
記表示部の少なくとも一部に重なるように配置された表示切換部とを有し、前記表示切換
部は、前記表示部から観察側に向けて順次配置された、第１の偏光選択手段と、透過偏光
軸可変手段と、第２の偏光選択手段とを含み、前記第１の偏光選択手段は、第１の偏光を
透過するとともに、前記第１の偏光の偏光軸に交差する偏光軸を有する第２の偏光を反射
し、前記透過偏光軸可変手段は、前記第１の偏光を前記第２の偏光に変化させて透過する
状態と、入射した光の偏光軸を実質的に変化させることなく透過させる状態とを切換可能
に構成され、前記第２の偏光選択手段は、前記第１の偏光と前記第２の偏光のうちいずれ
か一方を透過し、他方を吸収若しくは反射し、前記表示部は、前記表示状態を形成するた
めに前記第３の偏光を出射し、前記表示部は、前記表示切換部側に配置された照明装置と
、該照明装置の前記表示切換部とは反対側に配置された反射型表示装置とを含み、前記照
明装置は、前記反射型表示装置に向けて光を照射するとともに前記反射型表示装置から入
射する光を透過し、前記表示部と前記表示切換部との間に、前記第３の偏光を前記第１の
偏光に変換する偏光変換手段が配置されていることを特徴とする。
【００４６】
本発明において、前記偏光変換手段は、位相差板であることが好ましい。この場合に、前
記位相差板は１／２波長板であることが望ましい。
【００４７】
次に、本発明の電子機器は、上記のいずれかに記載の表示装置と、前記表示部を制御する
表示制御手段と、前記表示切換部を制御する表示切換制御手段とを備えたものである。こ
の表示装置は、上述の如く表示状態とミラー状態とを切り換えることができるため、表示
画面を鏡として用いることが可能になることから、携帯電話や携帯型情報端末などの携帯
型電子機器として構成されることが好ましい。
【００４８】
【発明の実施の形態】
次に、添付図面を参照して本発明に係る表示装置及び電子機器の実施形態について詳細に
説明する。
【００４９】
［実施形態の基本構成例］
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最初に、図１乃至図４を参照して本発明に係る各実施形態に適用可能な基本構成の例につ
いて説明する。
【００５０】
（第１構成例）　図１に示す表示装置１００は、表示部１１０と、表示切換部１２０とが
平面的に重なるように配置されている。表示部１１０と表示切換部１２０との重なり状態
は相互に少なくとも一部が重なっていればよい。
【００５１】
ここで、表示部１１０は、表示切換部１２０側に所定の画像等の表示態様を形成可能な構
造を有するもの（例えば、ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）素子、ＰＤＰ（プラズマデ
ィスプレイパネル）装置、ＦＥＤ（フィールドエミッションデバイス）等の各種の表示手
段）であればよいが、本実施形態の場合には、液晶表示装置として構成されたものが用い
られている。
【００５２】
表示部１１０の液晶モードとしては、ＴＮ（ Twisted Nematic）モード、ＳＴＮ（ Super T
wisted Nematic）モード、ＥＣＢ（ Electrically Controlled Birefringence）モード等
が好ましい。これらの液晶モードによる表示手段は、偏光板を用いて表示態様を実現する
ように構成されているため、比較的低い駆動電圧で高い表示品位を得ることができ、特に
携帯型電子機器に搭載する場合に望ましい。
【００５３】
また、表示部１１０の駆動モードとしては、ＴＦＴ（ Thin Film Transistor）やＴＦＤ（
Thin Film Diode）等の能動素子を用いたアクティブマトリクス駆動等のアクティブ駆動
モードと、上記のような能動素子を用いない単純駆動若しくはマルチプレックス駆動等の
パッシブ駆動モードのいずれであってもよい。
【００５４】
さらに、表示部１１０のパネル構造としては、反射型パネル、反射半透過型パネル、透過
型パネルのいずれであってもよい。反射型パネルの場合には、光学要素の反観察側に反射
面が構成される。反射半透過型パネルの場合には、反射面がハーフミラー等の反射半透過
素材で構成されるケース、反射面に画素或いはセグメント毎に開口が設けられるケースな
どが挙げられる。
【００５５】
本実施形態の表示部１１０の構造をより具体的に説明すると、例えば、図１に示すように
、表示部１１０には、表示切換部１２０側から順に、偏光板１１１、位相差板１１２、液
晶パネル１１３、偏光板１１４、バックライト１１５が配置される。なお、表示部１１０
を反射型液晶表示装置として構成する場合にはバックライト１１５の代りに反射板を配置
してもよい。また、この反射板を液晶パネル１１３の内部に配置してもよい。
【００５６】
液晶パネル１１３は、２枚の基板１１３ａ及び１１３ｂの間に液晶層１１３ｃを挟持した
構造を有する。２枚の基板１１３ａ，１１３ｂは、シール材などによって所定の間隔（例
えば３～１０μｍ程度）を有するように貼り合わされる。また、基板１１３ａ，１１３ｂ
の内面に図示しない電極が形成され、これらの電極によって液晶層１１３ｃに電界を印加
することができるように構成される。液晶パネル１１３の内部には、可視光に対する半透
過性を有する反射層や画素毎に小開口を備えた反射層などを形成することによって、反射
半透過型の液晶表示装置を構成することができる。
【００５７】
偏光板１１１，１１４は、液晶装置の構成上必要な配置（例えば直交ニコル配置）に設定
される。偏光板１１１，１１４としては、その偏光透過軸と平行な振動面を有する偏光成
分を透過し、偏光透過軸と交差する（好ましくは直交する）方向に平行な振動面を有する
偏光成分を吸収する公知の吸収型偏光板が用いられる。
【００５８】
バックライト１１５は、背後から液晶パネル１１３に対してほぼ均一な照度で照明を行う
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ことができるものであればよい。例えば、導光板と、この導光板の端面部に配置された光
源とを含む端面発光型のバックライトや、導光板と、この導光板の背面に配置された光源
とを含む背面発光型のバックライトなどが挙げられる。
【００５９】
一方、表示切換部１２０は、上記の表示部１１０から観察側に向けて順次配置された、反
射偏光板１２１と、液晶パネル１２２と、偏光板１２３とを含む。反射偏光板１２１は、
その透過偏光軸と平行な振動面を有する偏光成分を透過し、透過偏光軸と交差する（好ま
しくは直交する）方向に平行な振動面を有する偏光成分を反射するものである。反射偏光
板としては、国際出願公開ＷＯ９５／２７９１９号に記載された、複数種類の相互に異な
る複屈折性高分子フィルムを積層した積層体、或いは、コレステリック液晶の表裏に１／
４波長板を配置したものなどを用いることができる。上記積層体としては、３Ｍ社により
提供されるＤＢＥＦという商品名の積層フィルムがある。
【００６０】
液晶パネル１２２は、２枚の基板１２２ａ，１２２ｂの間に液晶層１２２ｃを挟持したも
のである。基板１２２ａ，１２２ｂの内面にはそれぞれ図示しない透明電極が形成され、
これらの透明電極によって液晶層１２２ｃに所定の電界を印加できるように構成される。
この液晶パネル１２２の場合には、液晶層１２２ｃの両側に、有効表示領域内をほぼ全面
的に覆うように構成された一体の上記透明電極がそれぞれ一つずつ設けられていてもよい
。ただし、上記透明電極は液晶層１２２ｃの両側にそれぞれ複数形成され、相互に独立に
電位を供給できるように構成されていても構わない。
【００６１】
偏光板１２３は、例えば、上記と同様に、その透過偏光軸と平行な振動面を有する偏光成
分を透過し、透過偏光軸と交差する（好ましくは直交する）方向に平行な振動面を有する
偏光成分を吸収する公知の吸収型偏光板である。ただし、上記反射偏光板１２１と同様に
構成された反射偏光板を用いることも可能である。
【００６２】
液晶パネル１２２の形式としては、ＴＮ型パネル構造やＳＴＮ型パネル構造のいずれかで
あることが好ましい。また、パネル構造を構成する基板としてガラス（石英を含む）を用
いたもの、樹脂（プラスチック）を用いたもの、一方にガラス、他方に樹脂を用いたもの
のいずれであっても構わない。基板に樹脂を用いることによって薄型化を図り、耐衝撃性
の向上を図ることができる。ただし、基板に樹脂を用いる場合には、液晶パネル１２２の
平坦性を得ることが難しくなるので、後述するように、表示部１１０に対して光学接着す
ることが好ましい。例えば、適切な屈折率を有する透明な樹脂接着剤を用いることにより
、液晶パネル１２２を表示部１１０に対して実質的に光学的に影響を受けない接着層を介
して貼着された状態とすることができる。
【００６３】
上記表示切換部１２０の反射偏光板１２１の透過偏光軸と、上記表示部１１０の偏光板１
１１の透過偏光軸とは、基本的に相互に一致した方向を向くように配置されていることが
好ましい。ただし、反射偏光板１２１の透過偏光軸と偏光板１１１の透過偏光軸とが一致
していなくても、両透過偏光軸の交差角が１５度以下であれば、後述する表示切換機能を
奏することが可能である。
【００６４】
本実施形態の表示装置１００では、表示切換部１２０の液晶パネル１２２の液晶層１２２
ｃに印加する電界の強度を制御したり、電界の印加の有無を切り換えたりすることにより
、表示切換部１２０を透過状態としたり、表示切換部１２０によって外光を反射させたり
することができる。
【００６５】
一例として、表示切換部１２０の液晶パネル１２２がＴＮ型液晶パネルであり、反射偏光
板１２１の透過偏光軸と偏光板１２３の透過偏光軸とが直交するように配置されている場
合について説明する。この場合には、液晶層１２２ｃに電界が印加されていないときには
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液晶層１２２ｃ内のネマチック液晶は９０度のツイスト状態にあり、基本的に９０度の旋
光性を有する。したがって、外光が表示切換部１２０に入射すると、偏光板１２３を通過
することによって透過光は偏光板１２３の透過偏光軸と平行な振動面を有する直線偏光に
なり、この直線偏光は液晶パネル１２２を通過することにより偏光板１２３の透過偏光軸
と直交する振動面を有する直線偏光に変換される。この直線偏光は反射偏光板１２１の透
過偏光軸と平行な振動面を有するために反射偏光板１２１を透過し、表示部１１０に入射
する。表示部１１０に入射した光は偏光板１１１を透過し、表示部１１０が反射型の表示
装置（例えば反射型若しくは反射半透過型の液晶表示装置）を構成する場合には、表示部
１１０の表示画像を構成する光の少なくとも一部になる。
【００６６】
一方、表示部１１０から出射する光（すなわち、表示部１１０の表示画像を構成する光）
は、表示部１２０の偏光板１１１によって偏光板１１１の透過偏光軸と平行な振動面を有
する直線偏光となっている。したがって、この直線偏光は、反射偏光板１２１を透過し、
液晶パネル１２２に入射する。この直線偏光の振動面は液晶パネル１２２を通過すること
により９０度回転するため、液晶パネル１２２を通過した後に偏光板１２３を透過して観
察側に出射される。したがって、表示部１１０によって構成される表示画像はそのまま表
示切換部１２０を透過して視認されることになる（表示状態）。
【００６７】
次に、液晶パネル１２２において液晶層１２２ｃに所定の閾値以上の電界を印加した場合
には、液晶層１２２ｃ内の液晶のツイスト状態が解消されるので、液晶パネル１２２はそ
の光軸方向に透過する光に対する旋光性を失う。したがって、この場合には、外光が表示
切換部１２０に入射すると、上記と同様に偏光板１２３を透過して生成された直線偏光は
、振動面を変化させずに液晶パネル１２２を通過するので、反射偏光板１２１にて反射さ
れる。この反射光は、再び液晶パネル１２２を透過してもその振動面が変化しないので、
そのまま偏光板１２３を透過して視認される。
【００６８】
また、表示部１１０から出射された光は、上記と同様に偏光板１１１の透過偏光軸と平行
な振動面を有する直線偏光であるが、表示切換部１２０の反射偏光板１２１をそのまま透
過して液晶パネル１２２を、振動面を変化させることなく透過するので、偏光板１２３に
て吸収される。したがって、表示部１１０の表示画像は基本的には外部から視認されるこ
とはない。
【００６９】
上記のように、表示切換部１２０において液晶パネル１２２が電界印加状態となることに
より、外光の一部は反射され、表示部１１０から入射した光は偏光板１２３により吸収さ
れて外部から視認されないので、表示画面は鏡面状態となる（ミラー状態）。
【００７０】
（第２構成例）　次に、本発明に係る第２構成例の表示装置２００について説明する。図
２は、表示装置２００の概略構成を模式的に示す概略構成図である。表示装置２００は、
第１実施形態と同様に表示部２１０と表示切換部２２０とを有する。表示部２１０は、第
１実施形態と同様に、位相差板２２１と、液晶パネル２１３（基板２１３ａ，２１３ｂ及
び液晶層２１３ｃを有する。）と、偏光板２１４と、バックライト２１５とを有する。反
射型液晶表示装置として構成する場合にはバックライト２１５が不要となる点も第１実施
形態と同様である。本実施形態では、表示部２１０において、液晶パネル２１３の観察側
（表示切換部２２０側）に偏光板が設けられていない点が第１実施形態と異なる。
【００７１】
一方、表示切換部２２０には、表示部２１０側から観察側に向けて、第１実施形態と同様
の反射偏光板２２１と、液晶パネル２２２（基板２２２ａ，２２２ｂ及び液晶層２２２ｃ
を有する。）と、偏光板２２３とが配置されている。この表示切換部２２０の各構成要素
の関係及び各構成要素の内容は第１実施形態と全く同様であるので、説明を省略する。
【００７２】
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本実施形態では、表示部２１０の観察側の偏光板が省略されているが、その偏光板の機能
は表示切換部２２０の反射偏光板２２１によって果たされる。すなわち、反射偏光板２２
１は、その透過偏光軸に平行な振動面を有する偏光成分を透過し、透過偏光軸と交差する
（好ましくは直交する）振動面を有する偏光成分を反射するので、反射偏光板２２１の透
過偏光軸が表示部２１０の観察側に配置すべき偏光板の透過偏光軸とほぼ一致した方向に
向くように配置されていれば、基本的には第１実施形態と同様の効果を得ることができる
。したがって、表示切換部２２０の反射偏光板２２１によって表示部２１０の表示状態を
得ることが第１実施形態と同様に可能になるとともに、その反射偏光板２２１によってミ
ラー状態を得ることも同様に可能である。
【００７３】
（第３構成例）　次に、図３を参照して本発明に係る第３実施形態の表示装置３００につ
いて説明する。この表示装置３００は、上記と同様に表示部３１０と表示切換部３２０と
を有する。本実施形態では、表示切換部３２０は上記各実施形態と同様の反射偏光板３２
１、液晶パネル３２２（基板３２２ａ，３２２ｂ及び液晶層３２２ｃを有する。）及び偏
光板３２３を有するので、これらの説明は省略する。
【００７４】
本実施形態では、表示部３１０が反射半透過型の液晶表示装置によって構成されている点
で、上記各実施形態とは異なる。表示部３１０には、表示切換部３２０の側から順次配置
された、偏光板３１１、位相差板３１２、液晶パネル３１３、位相差板３１６、偏光板３
１４及びバックライト３１５が含まれる。
【００７５】
液晶パネル３１３には、２枚の基板３１３ａ，３１３ｂに挟持された液晶層３１３ｃが設
けられる。また、バックライト３１５側の基板（すなわち観察側とは反対側の基板）３１
３ｂの内面上には反射層３１３ｄが形成されている。この反射層３１３ｄは、アルミニウ
ム、銀、或いはこれらの合金等の反射性素材で構成される薄膜によって構成される。反射
層３１３ｄには、表示画像を形成するための複数の画素毎にそれぞれ開口部３１３ｅが設
けられている。そして、液晶パネル３１３に対して観察側から入射した光は反射層３１３
ｄによって反射されるとともに、バックライト３１５から入射した光は開口部３１３ｅを
透過するように構成されている。
【００７６】
この表示装置３００においては、観察側（表示切換部３２０側）から入射する外光が偏光
板３１１によりその透過偏光軸と平行な振動面を有する直線偏光となり、位相差板３１２
を通過した後に液晶パネル３１３に入射すると、液晶層３１３ｃを透過して反射層３１３
ｄによって反射される。この反射光は再び液晶層３１３ｃを透過して位相差板３１２を透
過し、偏光板３１１に入射する。偏光板３１１に入射する光の偏光状態は液晶層３１３ｃ
の電圧印加状態によって変化し、その変化状態により、偏光板３１１を透過するか、偏光
板３１１にて吸収されるかが決定される。
【００７７】
一方、バックライト３１５から放出される光は偏光板３１４を通過してその透過偏光軸と
平行な振動面を有する直線偏光となり、位相差板３１６を経て液晶パネル３１３の上記開
口部３１３ｅから液晶層３１３ｃ内に入射する。液晶層３１３ｃを通過した光は位相差板
３１２を通過した後に、偏光板３１１に入射する。この偏光板３１１に入射する光の偏光
状態は液晶層３１３ｃの電圧印加状態によって変化し、その変化状態により、偏光板３１
１を透過するか、偏光板３１１にて吸収されるかが決定される。
【００７８】
本実施形態においても、表示切換部３２０は、液晶パネル３２２内の液晶層３２２ｃに印
加される電圧値或いは電圧の有無によって、透過状態となるか、反射状態となるかが決定
される。したがって、表示切換部３２０が透過状態にあるときには、上記表示部３１０で
構成される表示画像が視認される。この表示画像は、周囲が明るい場合にはバックライト
３１５の助けなしに反射型表示として構成され、周囲が暗い場合にはバックライト３１５
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の光によって透過型表示として構成される。
【００７９】
（第４構成例）　次に、図４を参照して本発明に係る第４実施形態の表示装置４００につ
いて説明する。この表示装置４００においては、基本的に上記各実施形態と同様に表示部
４１０と表示切換部４２０とを有する。この実施形態では、表示切換部４２０は上記各実
施形態と全く同様の反射偏光板４２１、液晶パネル４２２（基板４２２ａ，４２２ｂ及び
液晶層４２２ｃを有する。）及び偏光板４２３を有するので、それらの説明は省略する。
【００８０】
また、表示部４１０は、上記第３実施形態と全く同様の、位相差板４１２、液晶パネル４
１３、位相差板４１６、偏光板４１４及びバックライト４１５を有する。そして、第３実
施形態と同様に液晶パネル４１３には基板４１３ａ，４１３ｂ、液晶層４１３ｃ、反射層
４１３ｄ及び開口部４１３ｅが設けられる。しかし、この表示部４１０には、第３実施形
態に設けられた観察側（表示切換部４２０側）の偏光板が設けられていない点が上記とは
異なる。この表示装置４００では、表示部４１０の観察側に配置されるべき偏光板の透過
偏光軸と一致する方向に表示切換部４２０の反射偏光板４２１の透過偏光軸が向くように
構成されている。
【００８１】
この実施形態では、表示部４１０において観察側の偏光板が配置されていないが、当該偏
光板の機能は、第２実施形態と同様に、表示切換部４２０における反射偏光板４２１によ
って果たされるので、上記と同様に第３実施形態と同様の作用効果を奏することができる
。
【００８２】
なお、以上のように本発明に係る実施形態に適用可能な基本的構成の例について説明して
きたが、上記構成例１乃至構成例４は単なる例示に過ぎず、実際には本願発明の必須構成
要素を有し、その趣旨から逸脱しない限り種々の構成変更を行うことができる。
【００８３】
［第１実施形態］
次に、図５を参照して本発明に係る第１実施形態の表示装置について説明する。この第１
実施形態は、上記の第１構成例に基づいて構成したものであり、図５において、必須でな
い構成要素（例えば位相差板やバックライトなど）は適宜に省略して示し、第１構成例に
対応する構成要素には対応する符号を付してある。
【００８４】
この実施形態では、表示部１１０において、偏光板１１１、液晶パネル１１３及び偏光板
１１４は相互に貼着されて一体化されており、また、表示切換部１２０において、反射偏
光板１２１、液晶パネル１２２及び偏光板１２３は相互に貼着されて一体化されている。
そして、表示部１１０の上記一体化された部分と、表示切換部１２０の上記一体化された
部分とが接着層１３１により相互に光学接着されている。ここで、光学接着とは、表示部
１１０と表示切換部１２０との間に光学的に何も存在しない場合と実質的に同様な状態で
接着されていることを言う。また、ここで、接着とは、表示部１１０と表示切換部１２０
とが相互に支持され得る状態で直接若しくは間接的に接していることを言う。
【００８５】
接着層１３１は、基本的に可視光領域全体に亘り良好な透過率（例えば９０％以上）を有
する透明素材であり、接着層１３１の屈折率は、表示部１１０の表面と表示切換部１２０
の背面との界面反射をなるべく低減するように選択される。接着層１３１の屈折率は、１
．３０～１．５０の範囲内であることが好ましい。屈折率がこの範囲を逸脱すると、偏光
板１１１、反射偏光板１２１、或いは、液晶パネルのガラス基板などとの界面における反
射が強くなり、表示品位が低下する。この場合、接着層１３１の厚さは１００μｍ以下で
あることが望ましい。
【００８６】
接着層１３１は、エポキシ系樹脂やアクリル系樹脂などの粘着剤若しくは接着剤によって
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構成される。特に、接着層１３１を構成する素材としては、ゲル状物質であることが好ま
しい。このようにゲル状物質で構成されていることにより、表示部１１０と表示切換部１
２０とが相対的に移動可能に接着されることとなるので、両者の熱膨張率や剛性の差異に
起因して両者間に生ずる応力を吸収することができるとともに、ガラス等の脆性材料で液
晶パネル等を構成しても損傷が発生しにくく、耐衝撃性を高めることができる。
【００８７】
なお、この第１実施形態では、先に説明した第１構成例に基づいて構成した例を示したが
、第２構成例乃至第４構成例のいずれの構成例に基づいて構成しても構わない。また、こ
れらの構成例以外でも、本発明の必須構成に対応するものさえ含まれていれば、他の構成
を採用したものであっても構わない。
【００８８】
［第２実施形態］
次に、図６を参照して本発明に係る第２実施形態の表示装置について説明する。この第２
実施形態は、先に説明した第２構成例に基づいて構成したものである。この実施形態にお
いては、表示部２１０と表示切換部２２０とが光学接着されておらず、相互に離反した状
態で図示しないケース部材等によって支持固定される。
【００８９】
本実施形態では、表示部２１０における表示切換部２２０側の表面上に反射防止膜２３２
が形成され、また、表示切換部２２０における表示部２１０側の表面上に反射防止膜２３
３が形成され、さらに、表示切換部２２０における表示部２１０とは反対側（観察側）の
表面上に反射防止膜２３４が形成されている。
【００９０】
上記の反射防止膜（ＡＲコート）２３２，２３３，２３４は、可視光領域の波長の約１／
４の厚さに蒸着法等を用いてコーティングした単層膜や、可視光領域の波長の約１／４の
厚さを有する屈折率の異なるＡ層とＢ層とを交互に積層した多層膜などで構成される。多
層膜の場合には、Ａ層及びＢ層の膜厚をすこしずつ変化させていくことにより、可視光領
域の広い範囲に亘って反射率を大きく低減することが可能である。反射防止膜を構成する
素材としては、弗化マグネシウム、酸化シリコン等の無機化合物、アクリル樹脂、エポキ
シ樹脂等の有機化合物を用いることができ、蒸着法、スパッタリング法、ＣＶＤ法などに
より成膜できる。
【００９１】
本実施形態では、表示部２１０から出射された光が表示切換部２２０を透過して視認され
る表示状態において、表示切換部２２０の観察側の表面における外光の表面反射、表示部
２１０の表示切換部２２０側の表面における外光の表面反射、表示切換部２２０の表示部
２１０側の表面における表示光の表面反射によって、コントラストが低下したり、表示の
明度が低下したりするなど、表示品位が損なわれることを抑制できる。
【００９２】
なお、この第２実施形態では、先に説明した第２構成例に基づいて構成した例を示したが
、第１構成例、第３構成例及び第４構成例のいずれの構成例に基づいて構成しても構わな
い。また、これらの構成例以外でも、本発明の必須構成に対応するものさえ含まれていれ
ば、他の構成を採用したものであっても構わない。
【００９３】
［第３実施形態］
次に、図７を参照して本発明に係る第３実施形態について説明する。この実施形態は、上
記の第１構成例に基づいて構成した例を示すものである。この実施形態では、表示切換部
１２０に二つの領域１２０Ａと１２０Ｂとが設けられている。領域１２０Ａでは、液晶パ
ネル１２２の基板１２２ａ，１２２ｂの内面上に、液晶層１２２ｃに電界を印加するため
の単一の電極１２２ｄ，１２２ｅが全面的に形成され、これらの電極１２２ｄ，１２２ｅ
によって領域１２０Ａにおいて単一の画素が構成されている。これに対して、領域１２０
Ｂでは、領域１２０Ａに設けられた電極よりも小さな複数の電極１２２ｆ，１２２ｇが配
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列されることにより、複数の画素が配列されている。したがって、領域１２０Ａにおいて
は全体を一括して液晶層１２２ｃの光学状態を切り換えることができるだけであるが、領
域１２０Ｂにおいては、複数の電極１２２ｆ，１２２ｇによって構成される複数の画素毎
に液晶層１２２ｃの光学状態を制御することが可能になる。したがって、領域１２０Ｂに
おいては、複数の画素の制御によって表示状態とミラー状態とを画素毎に切り換えること
により所望の表示を行うことが可能になる。
【００９４】
ここで、領域１２０Ｂ内の複数の画素は、いわゆるドットマトリクス状に構成されていて
もよく、或いは、特有の平面形状を有するセグメント状に構成されていてもよい。いずれ
の場合でも、表示切換部１２０において、表示部１１０とは別の表示態様、すなわち、表
示状態とミラー状態とを切換表示することによる、表示部１１０とは異なる態様の表示、
及び、表示部よりも観察側に配置された表示切換部において表示がなされることによる表
示部１１０とは外観上異なる位置に形成される表示、を実現することができるので、表示
画面における表示態様のバリエーションを広げることができる。
【００９５】
一方、図７に示す表示部１１０に設けられた液晶パネル１１３には、基板１１３ａ，１１
３ｂの内面上に複数の電極１１３ｄ，１１３ｅが配列され、これにより複数の画素がドッ
トマトリクス状に配列構成されている。
【００９６】
なお、図７において、電極１１３ｆ，１１３ｇ及び電極１２２ｆ，１２２ｇは模式的に示
したものであり、液晶パネル１２２の構成によって実際には適宜異なる構造を採る。例え
ば、パッシブマトリクス型のパネル構造を採用する場合には、電極１２２ｆと電極１２２
ｇとは相互に直交し、それらの交差する平面部分に画素領域が構成される。また、アクテ
ィブマトリクス型のパネル構造を採用する場合には、一方の基板の内面上に画素毎に独立
した画素電極が形成される場合がある。
【００９７】
なお、この第３実施形態では、先に説明した第１構成例に基づいて構成した例を示したが
、第２構成例乃至第４構成例のいずれの構成例に基づいて構成しても構わない。また、こ
れらの構成例以外でも、本発明の必須構成に対応するものさえ含まれていれば、他の構成
を採用したものであっても構わない。
【００９８】
［第４実施形態］
次に、図８を参照して本発明に係る第４実施形態の表示装置について説明する。この実施
形態は、上記第２構成例に基づいて構成した例を示すものである。この実施形態では、表
示部２１０において、表示切換部２２０と平面的に重なる領域２１０Ａと、表示切換部２
２０と重ならない領域２１０Ｂとが設けられている。したがって、領域２１０Ｂにおいて
は、表示部２１０を、表示切換部２２０を介することなく視認することができるように構
成されている。
【００９９】
表示部２１０の液晶パネル２１３には、複数の電極２１３ｄ，２１３ｅが配列形成され、
複数の画素がドットマトリクス状に配列されている。また、表示切換部２２０の液晶パネ
ル２２２には、単一の電極２２２ｄ，２２２ｅが形成され、単一の画素が全面的に構成さ
れている。
【０１００】
本実施形態では、領域２１０Ｂにおいては表示部２１０が表示切換部２２０を介すること
なく視認されるので、表示切換部２２０によりミラー状態を構成しても、表示部２１０に
より表示される内容を視認することが可能になる。したがって、ミラー状態と表示状態と
を同時に実現することが可能になるとともに、表示切換部２２０を介することなく直接視
認できる領域２１０Ｂを設けることにより、当該領域２１０Ｂの視認性を向上させること
ができる。例えば、領域２１０Ｂに領域２１０Ａよりも高精細な画素構造を設け、より視
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認しやすい領域２１０Ｂにおいてより情報量の多い表示態様を実現することが可能である
。
【０１０１】
なお、この第２実施形態では、先に説明した第２構成例に基づいて構成した例を示したが
、第１構成例、第３構成例及び第４構成例のいずれの構成例に基づいて構成しても構わな
い。また、これらの構成例以外でも、本発明の必須構成に対応するものさえ含まれていれ
ば、他の構成を採用したものであっても構わない。
【０１０２】
［第５実施形態］
次に、図９を参照して本発明に係る第５実施形態について説明する。この実施形態は基本
的に上記第３実施形態とほぼ同様に構成されているため、同一部分には同一符号を付し、
同一部分の説明は省略する。
【０１０３】
本実施形態が上記第３実施形態と異なる点は、表示切換部１２０に配置された反射偏光板
１２１が表示画面全体を覆っておらず、単一の画素が構成された領域１２０Ａのみに配置
されている点である。また、複数の画素が配列された領域１２０Ｂには、上記反射偏光板
１２１の代りに、吸収型の偏光板１２４が配置されている。ここで偏光板１２４は、反射
偏光板１２１の透過偏光軸と同じ向きにその透過偏光軸が向く姿勢で配置されている。す
なわち、偏光板１２４は、反射偏光板１２１が透過する偏光成分を透過し、反射偏光板１
２１が反射する偏光成分を吸収する。
【０１０４】
本実施形態においては、表示切換部１２０の領域１２０Ｂには吸収型の偏光板１２４が配
置されているので、通常の液晶表示パネルと同様に光を放出する状態と放出しない状態と
を切換可能な機能を有する構成となり、その結果、領域１２０Ａにおける表示状態とミラ
ー状態との切換動作とは異なる、通常の表示態様を実現することができる。また、領域１
２０Ｂにおいては、表示切換部１２０で形成した表示態様を視認できるように構成したり
、表示部１１０と表示切換部１２０の双方により形成した表示態様を視認できるように構
成したりすることができるため、表示態様や表示位置のバリエーションを広げることが可
能になる。
【０１０５】
なお、この第５実施形態では、先に説明した第１構成例に基づいて構成した例を示したが
、第２構成例乃至第４構成例のいずれの構成例に基づいて構成しても構わない。また、こ
れらの構成例以外でも、本発明の必須構成に対応するものさえ含まれていれば、他の構成
を採用したものであっても構わない。
【０１０６】
［第６実施形態］
次に、図１０を参照して本発明に係る第６実施形態について説明する。この実施形態では
、表示切換部２２０において、表示部２１０と平面的に重なる領域２２０Ａと、表示部２
１０と平面的に重ならない領域２２０Ｂとが設けられる。領域２２０Ａでは、液晶パネル
２２２にほぼ全面を覆う電極２２２ｄ，２２２ｅが形成されることにより単一の画素が構
成されている。一方、領域２２０Ｂにおいては、複数の電極２２２ｆ，２２２ｇが形成さ
れることにより、複数の画素が配列するように構成されている。
【０１０７】
また、第５実施形態と同様に、液晶パネル２２２の表示部２１０側においては、領域２２
０Ａに反射偏光板２２１が配置され、領域２２０Ｂに吸収型の偏光板２２４が配置されて
いる。なお、領域２２０Ｂにも反射偏光板２２１が配置されるように構成しても、表示態
様は異なるものの後述する作用と同様に表示切換部２２０による表示態様を実現できる。
【０１０８】
さらに、表示部２１０には、表示切換部２２０に対する大きさを除いて上記第３乃至第５
実施形態と同様に構成された、複数の電極２１３ｄ，２１３ｅを有する複数の画素が配列
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された液晶パネル２１３が設けられている。
【０１０９】
本実施形態では、領域２２０Ａにおいては上記各構成例と同様に機能するが、領域２２０
Ｂにおいては、表示切換部２２０のみが偏光板２１４を含んで構成されている一方、表示
部２１０は存在しないので、偏光板２１４を含む表示切換部２２０の領域２２０Ｂ内の部
分が表示体として機能する。なお、図示例の場合には領域２２０Ｂは透過型の液晶表示体
を構成する。本実施形態では、領域２２０Ｂにおいて領域２２０Ａの部分とは独立した表
示態様を実現することができる。
【０１１０】
［第７実施形態］
次に、図１１を参照して本発明に係る第７実施形態について説明する。この第７実施形態
の表示装置６００は、図１１（ｂ）に示すように、表示部６１０と、表示切換部６２０と
の間に偏光変換手段６３０を配置したものである。表示装置６００は、偏光変換手段６３
０を配置する点を除いて、上記第１乃至第４構成例並びに第１乃至第６実施形態と同様に
構成することができ、さらに、本発明に必須の構成要素を有するその他の構成を採ること
ができるものである。
【０１１１】
本実施形態では、表示部６１０から出射された偏光を偏光変換手段６３０によって異なる
偏光状態に変換し、この変換された偏光を表示切換部６２０に入射させることによって、
表示切換部６２０は、液晶パネル６２２の光学状態を切り換えることにより、表示部６１
０から出射された光を透過させる状態と、外部から入射した光を外部へ反射させる状態と
の間で切り換え可能になるように構成されている。これによって、表示切換部６２０の作
用により、表示部６１０の表示態様を視認可能とする表示状態と、鏡面状の態様を視認可
能とするミラー状態とが切換可能に実現される。
【０１１２】
ここで、本実施形態の作用効果を、偏光変換手段６３０が配置されていない表示装置５０
０と対比して説明する。なお、説明を簡単にするために、表示部５１０，６１０から出射
される光は直線偏光であり、表示切換部５２０，６２０の液晶パネル５２２，６２２は偏
光方向を９０度回転させる状態と、偏光状態を変化させない状態との間で切り換え制御で
きるものとする。また、上記偏光変換手段は１／２波長の位相差板であるものとする。
【０１１３】
まず、表示装置５００においては、先に説明した内容とほぼ同様に、表示状態において、
表示部５１０から出射される直線偏光である第１の偏光が反射偏光板５２１を透過してそ
のまま液晶パネル５２２に入射し、液晶パネル５２２により偏光振動面の方向が９０度回
転して直線偏光である第２の偏光になり、偏光板５２３を透過して視認される。
【０１１４】
また、ミラー状態においては、外光が入射すると、偏光板５２３を透過することにより直
線偏光である第２の偏光になり、この第２の偏光は液晶パネル５２２を通過しても偏光状
態が変化しないので、反射偏光板５２１にて反射され、再び液晶パネル５２２を通過して
偏光板５２３から出射される。
【０１１５】
なお、この表示装置５００では、装置から出射される光は、表示状態とミラー状態のいず
れにおいても第２の偏光（図の紙面と平行な振動面を有する直線偏光）である。
【０１１６】
一方、表示装置６００においては、上記の表示装置５００に対して、上述の偏光変換手段
６３０が配置されることに加えて、反射偏光板６２１は、その透過偏光軸が反射偏光板５
２１の透過偏光軸と直交する姿勢で配置され、偏光板６２３は、その透過偏光軸が偏光板
５２３の透過偏光軸と直交する姿勢で配置されている点で異なる。すなわち、表示装置の
表示切換部６２０は、表示装置５００の表示切換部５２０に対して光軸周りに９０度回転
した姿勢で配置されている。
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【０１１７】
まず、表示状態においては、表示部６１０から出射された第１の偏光が偏光変換手段６３
０（１／２波長板）を通過することにより、第１の偏光と直交する振動面を有する第２の
偏光に変換される。この第２の偏光は、反射偏光板６２１を透過して液晶パネル６２２に
おいて振動面が９０度回転された第１の偏光に変換され、この第１の偏光は偏光板６２３
を透過して視認される。
【０１１８】
また、ミラー状態においては、外光が入射すると、偏光板６２３を透過することにより直
線偏光である第１の偏光になり、この第１の偏光は液晶パネル６２２を通過しても偏光状
態が変化しないので、反射偏光板６２１にて反射され、再び液晶パネル６２２を通過して
偏光板６２３から出射される。
【０１１９】
この表示装置６００においては、装置から出射される光は、表示状態とミラー状態のいず
れにおいても第１の偏光（図の紙面と直交する振動面を有する直線偏光）である。すなわ
ち、本実施形態の表示装置６００から出射する光は、表示装置５００から出射する偏光に
較べて振動面が９０度回転したものとなる。
【０１２０】
一般に、本実施形態では、偏光変換手段６３０を配置することにより、表示部６１０と表
示切換部６２０の相対的な姿勢を変えることが可能になり、その結果、姿勢変更前と同様
の機能を確保しつつ、表示部６１０及び表示切換部６２０から出射される偏光の状態を変
えることができる。これにより、例えば、偏光サングラスをかけた人にも表示状態やミラ
ー状態が視認できるように、表示部６１０の姿勢を変化させることなしに、表示装置から
出射される光を、水平面若しくはこれに近い角度の振動面を有する直線偏光から、垂直面
若しくはこれに近い角度の振動面を有する直線偏光に変えるといったことが可能になる。
したがって、表示装置の構成を変更することがきわめて容易になる。
【０１２１】
なお、この実施形態においても、上記第１実施形態乃至第６実施形態に示された同様の特
徴的構成を採用することができる。
【０１２２】
［第８実施形態］
次に、図１２を参照して、本発明に係る第８実施形態の表示装置７００について説明する
。この実施形態の表示装置７００においては、上記各構成例や実施形態と同様に構成され
た表示切換部７２０を備えているが、表示部７１０の構成が若干異なる。表示部７１０に
おいては、偏光板７１１、位相差板７１２、液晶パネル７１３及び反射板７１４からなる
反射型表示装置１１０Ｒと、この反射型表示装置１１０Ｒと表示切換部７２０との間に配
置されたフロントライト７１５とを有する。ここで、反射型表示装置１１０Ｒは、公知の
種々の反射型液晶表示装置により構成できる。なお、上記偏光板７１１や液晶パネル７１
３は上記第１構成例とほぼ同様に構成されている。
【０１２３】
フロントライト７１５は、図１５に示すように、例えば、ＬＥＤや冷陰極管などの光源７
１５ａを有する。光源７１５ａの傍らには反射板７１５ｂが配置される。また、光源７１
５ａの傍らに導光板７１５ｃを有する。反射板７１５ｂは光源７１５ａの光を導光板７１
５ｃに向かうように集光する機能を有する。導光板７１５ｃの端面には光源７１５ａから
放出された光が入射し、この入射光（装置の光軸に対して高い入射角を有する光）は、導
光板７１５ｃの内部から反射型表示装置７１０Ｒに向けてほぼ均一に照射されるようにな
っている。そして、反射型表示装置７１０Ｒによって反射されて再び導光板７１５ｃ内に
入射した光（装置の光軸に対して低い入射角を有する光）は、そのまま導光板７１５ｃを
透過して表示切換部７２０に入射する。
【０１２４】
本実施形態では、表示部７１０において、観察側（表示切換部７２０側）に照明装置であ
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るフロントライト７１５を配置し、このフロントライト７１５の観察側とは反対側に反射
型表示装置７１０Ｒを配置しているので、表示部７１０に上記第３構成例及び第４構成例
のような反射半透過型の構造（複雑かつ高価な構造）を設けなくても、外光のみを利用し
た表示態様と、フロントライト７１５を用いた表示態様とを共に実現することができる。
【０１２５】
なお、この実施形態においても、上記第１実施形態乃至第７実施形態に示された同様の特
徴的構成を採用することができる。
【０１２６】
［第９実施形態］
【０１２７】
次に、本発明に係る第９実施形態の構成例について説明する。本実施形態は、上記各構成
例及び各実施形態に共通に適用することができ、また、本発明に必須の構成要素を有する
その他の構成例についても同様に適用することができる。ただし、以下の説明では、上記
第１構成例の表示装置１００に適用した例について説明する。
【０１２８】
本実施形態では、図１に示す表示装置１００における表示切換部１２０の液晶パネル１２
２はＴＮ型液晶パネル、すなわち、液晶層１２２ｃが厚さ方向に９０度ねじれたネマチッ
ク液晶により構成される。この場合には、液晶層１２２ｃは直線偏光の振動面を９０度回
転させる旋光性を有する。ただし、液晶層１２２ｃの厚さが小さくなるに従って入射光の
偏光方向が液晶の捩れに追随できなくなり、旋光分散効果により、透過光が着色すること
がある。このため、表示部１１０の観察側に表示切換部１２０を配置することによって、
表示部１１０によって表示される表示画像が着色し、また、表示切換部１２０によって実
現されたミラー状態の鏡面も着色する。
【０１２９】
ここで、液晶層１２２ｃの厚さをある程度大きくし、特に、Δｎ・ｄ＝０．７μｍ以上で
あれば、Δｎ・ｄが大きくなるに従い、旋光分散による色付きが小さくなる。但し、Δｎ
・ｄが大きくなるとセル厚が厚くなるため、閾値電圧（Ｖｔｈ）が上昇し、応答速度が遅
くなり、液晶の使用量が増加することにより生産性が低くなるなどの不都合が生ずる。こ
れらの点を考慮するとΔｎ・ｄは１．７μｍ以下が望ましい。
【０１３０】
また、Δｎ・ｄが０．５０μｍ～０．６５μｍの範囲では視野角特性が比較的良好である
ので、表示切換部１２０を表示部１１０の観察側に配置しても視野角の狭小化が抑制され
る。
【０１３１】
図１３には、液晶パネル１２２の液晶層１２２ｃを構成する液晶の屈折率異方性Δｎの可
視光領域における波長分散を示す。このグラフから判るように、屈折率異方性Δｎは、可
視光領域においても波長λによって変化する。本実施形態では、表示切換部１２０におい
て、液晶パネル１２２ｃ内の液晶における波長分散の程度を示すパラメータαｍ ＝Δｎｍ

（λ＝４５０ｎｍ）／Δｎｍ （λ＝５９０ｎｍ）を定義する。ここで、Δｎｍ （λ）は、
波長λの光に対する屈折率異方性を意味する。また、表示部１１０において、液晶パネル
１１３内の液晶における波長分散の程度を示すパラメータαｄ ＝Δｎｄ （λ＝４５０ｎｍ
）／Δｎｄ （λ＝５９０ｎｍ）を定義する。ここで、Δｎｄ （λ）は、波長λの光に対す
る屈折率異方性を意味する。ちなみに、一般的によく用いられる液晶においては、上記パ
ラメータαは１～１．３程度である。
【０１３２】
本実施形態では、αｍ とαｄ の比、すなわちαｍ ／αｄ を、０．９～１．１の範囲内の値
とする。これによって、表示切換部１２０の液晶パネル１２２の可視光領域内の波長分散
と、表示部１１０の液晶パネル１１３の可視光領域内の波長分散とがほぼ同じ傾向を示す
こととなるので、表示部１１０に対して表示切換部１２０を付加したときの表示部１１０
の表示画像の色再現性の変化を抑制することができる。したがって、特に、表示部１１０
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による白表示の色付きを低減することができる。
【０１３３】
図１４には、表示切換部１２０の液晶パネル１２２の液晶層１２２ｃを構成する液晶（ネ
マチック液晶）の屈折率異方性Δｎの温度依存性を示す。このグラフから判るように、－
３０℃から７０℃までの範囲内において、屈折率異方性Δｎは温度が上昇するに従って徐
々に低下していく。本実施形態では、－２０～６０℃の範囲において屈折率異方性Δｎの
変動幅を±８％以下にする、すなわち屈折率異方性Δｎの変動範囲ｄ（Δｎ）がΔｎの中
央値に対して±８％の範囲内に収まるようにする。これは、公知の液晶材料の中から適切
な温度特性を有するものを選定したり、選定した液晶材料を複数種類ブレンドしたりする
ことによって実現することが可能である。上記の変化量が８％を越えると、色調、コント
ラストなどの表示特性が急激に劣化するが、上記の変化量が上記範囲内に設定された本実
施形態では、実用上、温度変化による表示切換部１２０の透過率の低下を抑制することが
でき、表示部１１０に基づく表示状態の視認性の変化を抑制することができるとともに、
ミラー状態の鏡面性を維持することができる。特に、上記の変動幅を±５％以下とするこ
とによって、表示品位をより向上させることができる。
【０１３４】
［第１０実施形態］
次に、図１６及び図１７を参照して、本発明に係る第１０実施形態の電子機器１０００に
ついて説明する。この電子機器１０００は、上記第１実施形態の表示装置１００を備えた
ものである。図１６は、電子機器１０００の内部に配置される表示装置１００の表示制御
系を機能実現手段が結合した形式により模式的に示す概略構成ブロック図、図１７は、電
子機器１０００の構成例（携帯電話）を模式的に示す概略斜視図である。
【０１３５】
電子機器１０００には、上記表示装置１００の表示部１１０に設けられた液晶パネル１１
３を駆動するための表示駆動部１１３Ｘと、表示部１１０のバックライト１１５を駆動す
るための照明駆動部１１５Ｘと、表示切換部１２０に設けられた液晶パネル１２２を駆動
するための切換駆動部１２２Ｘとが設けられている。また、上記の表示駆動部１１３Ｘ、
照明駆動部１１５Ｘ及び切換駆動部１２２Ｘは制御部１００Ｘにより制御される。なお、
上記構成は機能実現手段の結合といった形で表示制御系を示すものであり、実際の回路構
成や回路素子の実装構成を示すものではない。したがって、上記の各部は表示装置１００
内に全て構成されていてもよく、また、表示装置１００の外部、すなわち、表示装置１０
０以外の電子機器１０００の内部に構成されていてもよく、さらには、一部が表示装置１
００内に、残りが表示装置１００以外の電子機器１０００の内部に構成されていても構わ
ない。
【０１３６】
表示駆動部１１３Ｘは、液晶パネル１１３の液晶駆動領域内に構成された複数の画素領域
をそれぞれ駆動するための駆動電圧を供給するものであり、例えば、マルチプレックス駆
動方式やアクティブ駆動方式では、走査信号、及び、この走査信号に対応するデータ信号
を、液晶パネル１１３のコモン端子（走査線端子）、及び、セグメント端子（データ線端
子）にそれぞれ同期させて供給する。画像データ等の表示データは電子機器１０００のメ
イン回路から制御部１００Ｘを介してこの表示駆動部１１３Ｘに送られる。
【０１３７】
照明駆動部１１５Ｘは、バックライト１１５への電力供給を制御し、例えば、バックライ
ト１１５の点灯状態と消灯状態を切り換えるものである。
【０１３８】
切換駆動部１２２Ｘは、液晶パネル１２２に供給する印加電圧を制御するものであり、液
晶パネル１２２の対向する一対の透明電極間に閾値電圧以上の電圧を印加するか否かを決
定するものである。また、液晶パネル１２２に複数の画素が設けられる場合には、これら
の複数の画素に対応する駆動信号を送出する。
【０１３９】
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制御部１００Ｘは、上記表示駆動部１１３Ｘ、照明駆動部１１５Ｘ、及び、切換駆動部１
２２Ｘを制御し、各部に対する制御指令やデータ送出などを行う。例えば、表示切換部１
２０を光透過状態（透明）にして表示装置１００を表示状態にする場合には、表示駆動部
１１３Ｘによって液晶パネル１１３を駆動して表示を行うと同時に、切換駆動部１２２Ｘ
によって液晶パネル１２２を制御し、表示切換部１２０を光透過状態にする。また、表示
切換部１２０を光反射状態（鏡面）にして表示装置１００をミラー状態にする場合には、
切換駆動部１２２Ｘによって液晶パネル１２２を制御し、表示切換部１２０を光反射状態
にすると同時に、表示駆動部１１３Ｘにより液晶パネル１１３を全遮断状態（シャッタ閉
鎖状態）にするか、或いは、照明駆動部１１５Ｘによりバックライト１１５を消灯する。
【０１４０】
図１７に示すように、本実施形態の電子機器１０００は、本体部１００１と、表示体部２
００２とを有する携帯電話として構成することができる。この場合、表示体部１００２の
内部に上記表示装置１００を配置し、表示体部１００２にて表示画面１００３を視認でき
るように構成する。このようにすると、各種操作や各種状況に応じて、表示画面１００３
において、上記表示部１１０により構成された所定の表示画像が光透過状態にある上記表
示切換部１２０を介して視認されたり、或いは、表示切換部１２０によって実現された鏡
面状態が視認されたりすることになる。したがって、携帯電話等の電子機器１０００をミ
ラーとして用いることも可能になる。
【０１４１】
なお、上記電子機器１０００を携帯電話２０００に適用する場合には、図１８に示すよう
に、本体部２００１に対して折りたたまれた状態の表示体部２００２の外面上に、図１７
に示すメインの表示画面（１００３と同様のもの）とは別にもう一つの表示画面２００４
を設け、この表示画面２００４により、表示体部２００２を本体部２００１から開くこと
なく所定の表示を視認できるように構成してもよい。この場合には、図１６に点線で示す
メインの表示装置に加えて上記表示装置１００を設けることにより、メインの表示画面と
は別に、表示画面２００４が上記表示装置１００により視認できる構造となる。この実施
形態の携帯電話２０００では、折りたたまれた状態にて表示を視認できるとともに、折り
たたまれた状態でミラーとして用いることができる。
【０１４２】
尚、本発明の表示装置及び電子機器は、上述の図示例にのみ限定されるものではなく、本
発明の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論である。
【０１４３】
【発明の効果】
以上、説明したように本発明によれば、表示部による表示状態と、ミラー状態とを表示切
換部を制御することによって切り換えることのできる表示装置において、表示品位を向上
させることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明に係る基本構成の例を示す第１構成例の表示装置を模式的に示す概略構
成図である。
【図２】　本発明に係る基本構成の例を示す第２構成例の表示装置を模式的に示す概略構
成図である。
【図３】　本発明に係る基本構成の例を示す第３構成例の表示装置を模式的に示す概略構
成図である。
【図４】　本発明に係る基本構成の例を示す第４構成例の表示装置を模式的に示す概略構
成図である。
【図５】　本発明に係る第１実施形態の構成を模式的に示す概略断面図である。
【図６】　本発明に係る第２実施形態の構成を模式的に示す概略断面図である。
【図７】　本発明に係る第３実施形態の構成を模式的に示す概略断面図である。
【図８】　本発明に係る第４実施形態の構成を模式的に示す概略断面図である。
【図９】　本発明に係る第５実施形態の構成を模式的に示す概略断面図（ａ）及び概略平
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面図（ｂ）である。
【図１０】　本発明に係る第６実施形態の構成を模式的に示す概略断面図（ａ）及び概略
平面図（ｂ）である。
【図１１】　基本構成を有する表示装置を模式的に示す概略断面図（ａ）及び本発明に係
る第７実施形態の構成を模式的に示す概略断面図（ｂ）である。
【図１２】　本発明に係る第８実施形態の構成を模式的に示す概略断面図である。
【図１３】　波長と液晶の屈折率異方性との関係を示すグラフである。
【図１４】　温度と液晶の屈折率異方性との関係を示すグラフである。
【図１５】　第８実施形態のフロントライトを含む構成例を模式的に示す概略断面図であ
る。
【図１６】　表示装置を備えた電子機器における表示制御系の構成を模式的に示す概略構
成ブロック図である。
【図１７】　電子機器（携帯電話）の外観を模式的に示す概略斜視図である。
【図１８】　異なる電子機器（携帯電話）の外観を模式的に示す概略斜視図である。
【符号の説明】
１００，２００，３００，４００，５００，６００，７００・・・表示装置、１１０，２
１０，３１０，４１０，５１０，６１０，７１０・・・表示部、１１１，３１１・・・偏
光板、１１２，２１２，３１２，４１２・・・位相差板、１１３，２１３，３１３，４１
３，５１３，６１３，７１３・・・液晶パネル、１１４，２１４，３１４，４１４・・・
偏光板、１１５，２１５，３１５，４１５・・・バックライト、３１６，４１６・・・位
相差板、１２０，２２０，３２０，４２０・・・表示切換部、１２１，２２１，３２１，
４２１，５２１，６２１，７２１・・・反射偏光板、１２２，２２２，３２２，４２２・
・・液晶パネル、１２３，２２３，３２３，４２３・・・偏光板、１２４，２２４・・・
偏光板、１３１・・・接着層、１３２，１３３，１３４・・・反射防止膜、６３０・・・
偏光変換手段（位相差板）、１１３Ｘ・・・表示駆動部、１１５Ｘ・・・照明駆動部、１
２２Ｘ・・・切換駆動部、１００Ｘ・・・制御部、１０００・・・電子機器、２０００・
・・携帯電話
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】
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【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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